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第第第第 ４４４４ 部 数 値 目 標 一 覧部 数 値 目 標 一 覧部 数 値 目 標 一 覧部 数 値 目 標 一 覧

数値目標は、制度改正をはじめとする社会状況の変化に応じて、今後、

所要の見直しをすることとします。
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項 目 数 値 入院中の退院可能精神障害者数（平成 14 年度の患者調査に基づく厚生労働省推計値） （平成 17 年６月 30 日の県内精神科病院入院者数 2,540 人） 600 人 上記のうち、平成 23 年度末までに退院をめざす者の数 545 人 
 

障害福祉計画障害福祉計画障害福祉計画障害福祉計画におけるにおけるにおけるにおける数値目標数値目標数値目標数値目標

施設入所者施設入所者施設入所者施設入所者のののの地域生活地域生活地域生活地域生活へのへのへのへの移行移行移行移行のののの数値目標数値目標数値目標数値目標

入院中入院中入院中入院中のののの退院可能精神障害者退院可能精神障害者退院可能精神障害者退院可能精神障害者のののの数値目標数値目標数値目標数値目標

項 目 数 値 平成 17 年 10 月１日の全施設入所者数 1,407 人 上記のうち、平成 23 年度末における施設入所からグループホーム・ケアホーム等へ地域移行する者の数 156 人 
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項 目 数 値 平成 23 年度において福祉施設から一般就労する者の数 74 人 平成 23 年度までに現在の福祉施設利用者のうち、就労移行支援事業を利用する者の数 554 人 平成 23 年度において公共職業安定所の支援を受けて福祉施設から一般就労へ移行する件数 74 件 平成 23 年度の福祉施設から一般就労へ移行する者のうち、委託訓練事業の受講者数 22 人 平成 23 年度の福祉施設から一般就労へ移行する者のうち、障害者試行雇用事業の開始者数 37 人 平成 23 年度の福祉施設から一般就労へ移行する者のうち、職場適応援助者支援の利用者数 37 人 平成 23 年度の福祉施設から一般就労へ移行する者のうち、障害者就業・生活支援センター事業の支援対象者数 74 人 平成 23 年度における障害者就業・生活支援センターの設置か所数 （平成 20 年度実績 ３か所） 5 か所 
 

福祉施設福祉施設福祉施設福祉施設からからからから一般就労一般就労一般就労一般就労へのへのへのへの移行移行移行移行のののの数値目標数値目標数値目標数値目標
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第第第第 ５５５５ 部 圏 域部 圏 域部 圏 域部 圏 域 のののの 状 況状 況状 況状 況
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奈良圏域 圏域総人口 365,516人 圏域面積 276.84km
2(平成 21年 12月 1日現在)（１）身体障害者 （２）知的障害者

（３）精神障害者

１～３級合計精神障害者通院医療費公費負担受給者数平成１０ 207 115611 266 133512 327 142113 401 158014 488 174315 579 196416 690 203717 843 244818 964 230319 1083 256420 1175 2581207 266 327 401 488 579 690 843 964 1,083 1,1751,156 1,335 1,421 1,580 1,743 2,037 2,448 2,3031,964 2,5812,564

05001,0001,5002,0002,5003,000

平成１０ 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 年度

人 １～３級合計 精神障害者通院医療費公費負担受給者数

１～２級 ３～６級 １８歳未満１８～６４歳６５歳以上平成１０ 4597 5336 249 3993 569111 4864 5566 258 4035 613712 4994 5819 291 4077 644513 5130 6122 300 4170 678214 4071 6134 272 3786 614715 4139 6475 269 3852 649316 4271 6867 276 3950 691217 4335 7206 278 3910 735318 4449 7514 282 3883 779819 4624 7500 293 3815 801620 4760 7608 300 3902 8166
4,597 4,864 4,994 5,130 4,071 4,139 4,271 4,335 4,449 4,624 4,760

7,6087,5007,5147,2066,8676,4756,1345,336 5,566 5,819 6,122
300293282278276269272300291258249 3,9023,8153,8833,9103,9503,8523,7864,1704,0774,0353,993
8,1668,0167,7987,3536,9126,4936,1476,7826,4456,1375,691

02,0004,0006,0008,00010,00012,00014,000

平成１０ 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 年度

人 １～２級 ３～６級 １８歳未満 １８～６４歳 ６５歳以上
重度 中軽度 １８歳未満１８～６４歳６５歳以上平成１０ 611 685 373 887 3611 622 743 410 921 3412 652 789 439 964 3813 681 818 464 987 4814 731 843 481 1039 5415 807 917 504 1155 6516 830 955 547 1167 7117 877 982 563 1219 7718 941 1000 585 1276 8019 993 1066 676 1305 7820 1034 1118 708 1361 83

611 622 652 681 731 807 830 877 941 993 1,0341,1181,0661,000982955917843685 743 789 818 708676585563547504481464439410373
1,3611,3051,2761,2191,1671,1551,039987964921887
83788077716554483834360500

1,0001,5002,0002,500

平成１０ 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 年度

人 重度 中軽度 １８歳未満 １８～６４歳 ６５歳以上
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１．圏域の現状と課題

○奈良圏域は奈良市が単独で１つの圏域を構成しており、他の圏域とは異な

り、地域のネットワークが構築しやすく、障害福祉サービスの展開がしや

すい現状があります。

○奈良圏域における相談支援事業については、８カ所の委託相談支援事業所

が中心となって実施しています。各事業所が身体・知的・精神といった３

障害だけでなく、発達障害や高次脳機能障害など障害の種別にかかわりな

く、すべての障害のある人への相談支援を実施する体制が望まれます。

○地域の障害福祉に関する中核的な役割を委託相談支援事業所が担い、「奈

良市地域自立支援協議会」において、ケア会議を通じて把握した地域課題

や各部会から提出された課題の解決に向けてワーキンググループの立ち上

げや運営委員会における協議を行っています。また、地域の人材育成につ

いても研修などの企画・開催を行っています。

○また、専門部会については、就労支援部会、精神障がい部会、居住支援部

会、療育部会が定期的に開催され、地域課題や社会資源の開発に取り組ん

でいます。

○在宅・施設ともにサービスの基盤は整備されつつありますが、地域生活の

居住の場となるグループホーム・ケアホームが不足しています。また、障

害特性に応じたホームヘルプサービス等の福祉人材の充実が求められてい

ます。

○就労のニーズも高く、障害者就業・生活支援センターを中心とした支援が

行われています。

２．取り組みの方向性

（１）相談支援体制の整備

○委託相談支援事業所と指定相談支援事業所の役割を明確にするととも

に、連携して地域課題の解決に向けた検討や取り組みを行う必要があ

ります。

○総合的な支援を行うことができる相談支援専門員の育成を行います。

○地域自立支援協議会の中核的な役割は委託相談支援事業所が担う形で

できつつあります。今後は、地域のあり方などについてより活性化さ
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せるための取り組みを進めます。

○市民が利用しやすい相談支援体制について十分な協議を行い、中長期

的な視点での支援体制づくりを行うとともに、障害福祉サービスに関

する情報が周知されず、サービスにつながっていない障害者に対する

相談支援事業の周知に向けて、今後、地域包括支援センターや民生委

員など様々な地域支援者との連携を強化します。

（２）福祉サービスの整備

○施設入所者の地域移行を進めるため、

①障害特性に応じた適切な支援ができるホームヘルパーの養成

②グループホーム・ケアホームの整備

③精神障害のある人の退院促進支援体制の強化など地域資源の整備

及び開発

を行います。

○発達障害のある人の療育支援体制の整備のため、療育・発達支援コー

ディネーターの配置及び福祉と教育及び医療機関が連携し、幼少期か

ら成人期にかけてライフステージに応じたサポート体制の構築を図り

ます。

（３）就労支援

○ハローワークや障害者就業・生活支援センター、奈良障害者職業セン

ターと連携を行い、就労の安定・継続のための支援を行います。
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西和圏域 圏域総人口 349,505人 圏域面積 168.57km
2(平成 21年 12月 1日現在)（１）身体障害者 （２）知的障害者

（３）精神障害者

１～３級合計精神障害者通院医療費公費負担受給者数平成１０ 244 104911 289 116612 353 128313 438 144014 491 161415 592 178316 619 186317 746 228818 834 210019 857 234920 932 2372244 289 353 438 491 592 619 746 834 857 9321,049 1,166 1,283 1,440 1,614 1,863 2,288 2,1001,783 2,3722,349

05001,0001,5002,0002,500

平成１０ 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 年度

人 １～３級合計 精神障害者通院医療費公費負担受給者数

１～２級 ３～６級 １８歳未満１８～６４歳６５歳以上平成１０ 4411 5434 199 4021 562511 4692 5685 198 4073 610612 4971 6075 217 4124 670513 5197 6444 218 4220 720314 5457 6852 223 4298 778815 5708 7266 225 4443 830616 5236 6726 224 3934 780417 6131 7933 238 4489 933718 6434 8219 251 4464 993819 6525 8661 269 4416 1050120 6803 9364 281 4714 11172
4,411 4,692 4,971 5,197 5,457 5,708 5,236 6,131 6,434 6,525 6,803

9,3648,6618,2197,9336,7267,2666,8525,434 5,685 6,075 6,444
281269251238224225223218217198199 4,7144,4164,4644,4893,9344,4434,2984,2204,1244,0734,021
11,17210,5019,9389,3377,8048,3067,7887,2036,7056,1065,625

02,0004,0006,0008,00010,00012,00014,00016,00018,000

平成１０ 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 年度

人 １～２級 ３～６級 １８歳未満 １８～６４歳 ６５歳以上
重度 中軽度 １８歳未満１８～６４歳６５歳以上平成１０ 543 603 307 802 3711 569 643 330 838 4412 587 657 320 876 4813 610 700 331 926 5314 646 725 363 953 5515 652 786 380 998 6016 714 820 399 1068 6717 759 856 427 1115 7318 841 860 436 1186 7919 864 925 512 1198 7920 916 1002 589 1241 88

543 569 587 610 646 652 714 759 841 864 9161,002925860856820786725603 643 657 700 589512436427399380363331320330307
1,2411,1981,1861,1151,068998953926876838802 88797973676055534844370500

1,0001,5002,0002,500

平成１０ 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 年度

人 重度 中軽度 １８歳未満 １８～６４歳 ６５歳以上
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１．圏域の現状と課題

○西和圏域は、大和郡山市・生駒市・西和７町（平群町・三郷町・斑鳩

町・安堵町・上牧町・王寺町・河合町）の３つのエリアで構成されて

います。

○地域生活支援事業をはじめとする様々な事業は、３つのエリアがそれ

ぞれ独自に取り組みを行っており、事業所や施設が連携する機会は少

なく、エリアを越えた圏域としてのネットワークはほとんどない状態

でしたが、平成１８年度に実施された奈良県総合相談支援体制整備事

業や障害者自立支援法をきっかけに、今まで個々に活動していた事業

所や施設及び市町村が、地域に必要なサービスやそれを実現させるた

めの仕組みづくりについて課題を共有し解決に向けて検討を行うため

地域自立支援協議会が設置されています。

○地域自立支援協議会について、大和郡山市、生駒市では単独、西和７

町で共同設置されています。また、圏域内の相談支援のネットワーク

化は進みつつありますが、それを支える人材の育成が必要です。

○サービス基盤は、圏域北部の人口の多い市部に集中していますので、

情報提供体制の整備と、広域的なサービス提供体制の整備が求められ

ます。また、グループホーム・ケアホーム等の居住の場の整備や、障

害特性に応じたホームヘルプサービス等の福祉人材の充実が求められ

ています。

○重症心身障害児（者）人が利用できるサービスが限られていることや、

特別支援学校在学中の放課後や長期休業期間時、さらに卒業後の日中

の生活の場について、また介護保険や障害の種別を越えて、既存のサ

ービスや施設を柔軟に活用する方法について検討する必要があります。

児童の放課後や長期休業期間中の支援については地域自立支援協議会

を活用しながら検討が行われています。

２．取り組みの方向性

（１）相談支援体制の整備

○相談支援体制のさらなるネットワークを構築し、地域で支える力を付

けるために、地域自立支援協議会が中心的な役割を果たすとともに、

人材育成のための取り組みも継続して行っていきます。

○関係機関の連携や協議の機会が増えたことを生かして、つながりを深
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め、個人の資質や熱意だけに頼ることなく、地域自立支援協議会の部

会などを活用しながら西和圏域の体制整備をしていくことが重要であ

り、今後も積極的な取り組みを進めていきます。

○各エリアの地域自立支援協議会の交流を行うなど、圏域での連携を図

り、圏域全体を意識したサービス提供体制の構築を図ります。

（２）福祉サービスの整備

○障害のある人が、生活環境や障害の状況に応じて必要な障害福祉サー

ビスを受けることができるよう、グループホームやケアホームなどの

地域居住の場や就労継続支援などの日中活動の場の確保を図ります。

○ＮＰＯ法人のサービス提供事業への参入を促進し、障害のある人が多

様なサービスを選択できるようにします。

○障害特性に応じた適切な支援ができるホームヘルパーの養成を行いま

す。
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中和圏域 圏域総人口 380,495人 圏域面積 240.80km
2(平成 21年 12月 1日現在)（１）身体障害者 （２）知的障害者

（３）精神障害者

１～３級合計精神障害者通院医療費公費負担受給者数平成１０ 229 98611 301 111012 355 127013 390 138014 465 158115 567 181116 619 206217 762 250418 845 219219 901 241820 912 2472229 301 355 390 465 567 619 762 845 901 912986 1,110 1,270 1,380 1,581 2,062 2,504 2,1921,811 2,4722,418
05001,0001,5002,0002,5003,000

平成１０ 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 年度

人 １～３級合計 精神障害者通院医療費公費負担受給者数

１～２級 ３～６級 １８歳未満１８～６４歳６５歳以上平成１０ 5667 7068 215 4664 785611 5930 7377 224 4684 839912 5955 7484 275 4698 846613 6147 7772 287 4729 890314 6396 8144 286 4766 948815 6732 8570 282 4919 1010116 6517 8456 274 4630 1006917 7248 9346 295 4997 1130218 7493 9632 307 4907 1191119 7781 10513 334 4932 1302820 8030 11283 352 5251 13710
5,667 5,930 5,955 6,147 6,396 6,732 6,517 7,248 7,493 7,781 8,030

11,28310,5139,6329,3468,4568,5708,1447,068 7,377 7,484 7,772
352334307295274282286287275224215 5,2514,9324,9074,9974,6304,9194,7664,7294,6984,6844,664
13,71013,02811,91111,30210,06910,1019,4888,9038,4668,3997,856

05,00010,00015,00020,00025,000

平成１０ 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 年度

人 １～２級 ３～６級 １８歳未満 １８～６４歳 ６５歳以上
重度 中軽度 １８歳未満１８～６４歳６５歳以上平成１０ 734 823 326 1152 7911 761 859 360 1176 8412 790 916 410 1203 9313 828 962 444 1247 9914 890 999 476 1300 11315 910 1014 484 1331 10916 1007 1056 531 1405 12717 1061 1109 567 1461 14218 1134 1144 618 1515 14519 1175 1199 712 1523 13920 1221 1251 755 1569 148

734 761 790 828 890 910 1,007 1,061 1,134 1,175 1,2211,2511,1991,1441,1091,0561,014999823 859 916 962 755712618567531484476444410360326
1,5691,5231,5151,4611,4051,3311,3001,2471,2031,1761,152
1481391451421271091139993847905001,0001,5002,0002,5003,000

平成１０ 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 年度

人 重度 中軽度 １８歳未満 １８～６４歳 ６５歳以上
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１．圏域の現状と課題

○中和圏域は、大和高田市・橿原市・御所市・香芝市・葛城市・高取町・

明日香村・広陵町の８市町村からなります。

○各市町村単位だけでは障害者のニーズをすべて満たすことができない

ため、圏域外も含めた隣接する市町村との協力体制が構築されていま

す。また、地域自立支援協議会については、御所市では単独、大和高

田市・香芝市・葛城市・広陵町、橿原市・高取町・明日香村はそれぞ

れ共同設置され、３つの協議会があります。また、それぞれ地域課題

に応じた部会も設置されています。

○相談支援事業所については、市町村からの委託内容により活動内容に

バラつきが生じているため、圏域としてある程度標準化された相談支

援の在り方を検討する必要があります。

○必要なサービスや支援を受けることができず、困難を抱える障害のあ

る人のためにニーズの掘り起こしを含めた地域への働きかけが必要で

す。

○在宅・施設ともにサービス基盤はエリアの偏りはあるものの整備され

つつありますが、施設入所者の地域移行を進めるためにも、グループ

ホーム・ケアホームの整備が必要です。

○障害のある人の生活を支える支援としては、まだ未整備な部分も多く、

医療的ケアの必要な人への支援体制の整備、強度行動障害の人への支

援体制（人材・設備の確保）の整備、地域との相互理解などが特に早

急に解決が必要な地域課題として、地域自立支援協議会等で解決に向

けて検討がなされています。

２．取り組みの方向性

（１）相談支援体制の整備

○相談支援事業所を中心とした関係機関のネットワークを構築するとと

もに、総合的な支援を行うことのできる相談支援専門員の育成を行い

ます。

○特に医療的ケアの必要な人や強度行動障害のある人などに対する支援

は、関係機関との連携が不可欠であり、地域自立支援協議会が中心的

な役割を果たし、支援のネットワークづくりへの働きかけを進めます。
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（２）福祉サービスの整備

○サービス提供事業所においては、障害者自立支援法の本格施行により、

新事業体系や地域生活移行・就労移行への取り組みを模索する中で、

事業所の再編や統合などによって、様々なネットワークが部分的に構

築されつつあり、今後もその拡大を図っていきます。

○地域移行を進めるために、地域居住の場となるグループホーム・ケア

ホームの整備や自立訓練事業や就労継続支援事業など日中活動の場な

どの多様なサービスの提供を図ります。

○障害特性に応じた適切な支援のできるホームヘルパーの養成を行いま

す。
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東和圏域 圏域総人口 221,929人 圏域面積 658.05km
2(平成 21年 12月 1日現在)（１）身体障害者 （２）知的障害者

（３）精神障害者

１～３級合計精神障害者通院医療費公費負担受給者数平成１０ 143 59411 176 68412 192 74613 212 82014 261 91815 307 104416 339 115817 438 140818 483 126919 500 143720 511 1426143 176 192 212 261 307 339 438 483 500 511594 684 746 820 918 1,158 1,408 1,2691,044 1,4261,437

0
500

1,0001,500

平成１０ 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 年度

人 １～３級合計 精神障害者通院医療費公費負担受給者数
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１．圏域の現状と課題

○東和圏域では、地域自立支援協議会が未設置の町がありますが、平成

２２年度の共同設置に向けて現在協議がなされています。

○比較的都市型の居住区域が多く、身体・知的・精神の３障害にわたり

地域の核となりうる可能性をもった通所・入所施設、サービス事業所

がある程度存在している西部エリアでは、個別ケースを元に相談支援

事業所と行政が連携して地域自立支援協議会で地域課題を協議したり、

事業所が集まり勉強会を開催するなど、ネットワークづくりが進んで

います。

○山間部で公共交通機関のルートが限定されており、過疎化・高齢化が

進んでいる東部エリアでは、拠点となりうる施設や事業所が不足して

いる状況となっていますが、新たにサービス事業所を設置して、それ

を中心とした地域のネットワークづくりを目指し、検討がなされてい

ます。

○サービス基盤が、圏域西部の都市部に集中しているので、広域的なサ

ービス提供体制や情報提供の構築及び相互理解の推進が必要です。

２．取り組みの方向性

（１）相談支援体制の整備

○今後も各地域における社会資源の開発を進めるとともに、地域の課題

を把握して、それぞれの地域が暮らしやすくなるように地域自立支援

協議会の充実を図ります。

○圏域における相談支援に関するネットワークを構築して、それぞれの

課題を障害のある人や高齢の人が役割を担って、課題解決に向けた取

り組みを行う地域づくりを目指します。

○障害者就業・生活支援センターと圏域マネージャーが共同して地域の

相談支援事業所と連携を図り、誰もが相談しやすい、また、相談でき

ずに困っている人たちがいなくなるように積極的な情報収集、共有化

を図り、誰もが暮らしやすい地域になるように相談支援体制の充実に

取り組んでいきます。

（２）福祉サービスの基盤整備

○事業所について障害者自立支援法に基づく新体系へ移行を進めるとと
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もに、事業所間の連携による、サービス利用者の増加を図ります。

○障害のある人の地域移行を推進するため、地域とバックアップ施設が

一体となったグループホーム・ケアホームの整備を進めるとともに、

障害児のデイサービス事業所、短期入所事業所の拡充を図ります。
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南和圏域 圏域総人口 83,045人 圏域面積 2346.83km
2(平成 21年 12月 1日現在)（１）身体障害者 （２）知的障害者

（３）精神障害者
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１．圏域の現状と課題

○五條市・吉野町・下市町・大淀町の圏域北部の鉄道沿線エリアにサー

ビス拠点が偏っており、南部エリア（黒滝村・天川村・野迫川村・十

津川村・上北山村・下北山村・川上村・東吉野村）の社会資源の開発

と北部エリアとの広域的な支援体制の構築が必要です。

○北部では五條市・大淀町・下市町・吉野町が地域自立支援協議会を共

同で設置しており、現在は、事業所間の連携も深まりつつあり、就労

支援部会では企業と連携した就労支援の取り組みなどが進みつつあり

ます。

○南部は限界集落に近い中山間地域が多く、障害のある人への支援・理

解が得にくい現状があります。住民同士の助け合いや高齢の人との総

合的な地域づくりを考慮した取組が必要です。地域自立支援協議会に

ついては、村部でも自治体独自で組織化されつつありますが、活動の

状況には差があります。

○圏域全体の課題として、権利擁護支援の基盤が未成熟で、地域包括支

援センターや児童要保護支援ネットワークとの連携により、障害者権

利擁護の案件について対応する役割のすみ分けとネットワーク化が必

要です。

○居宅サービスの基盤が充実しているとはいえず、住み慣れた地域で暮

らし続けられるよう、身近な地域における独自の取り組みが必要です。

また、地域での居住の場となるグループホーム・ケアホーム等の社会

資源の開発が必要です。

○療育・発達支援コーディネーターを配置し、保健部門との連携が始ま

っていますが、乳幼児期からのサポート体制がまだ不十分な状態です。

２．取り組みの方向性

（１）相談支援体制の整備

○障害種別や課題、ニーズを問わず、障害のある人が必要な相談支援を

行うことができるよう、圏域を網羅した総合的な拠点的機関の設置を

図るとともに、総合的な支援を行うことのできる相談支援専門員の育

成を行います。

○障害の早期発見、早期療育を行うために、療育・発達支援コーディネ



- 94 -

ーターを中心に、福祉、保健、教育など関係機関が連携を図り、支援

体制を構築します。

（２）福祉サービスの基盤整備

○過疎化、高齢化が進む圏域の状況を踏まえ、障害のある人、高齢の人、

子どもを含む共生社会を築くための総合的な支援を行い、圏域内の基

盤整備や相互機能を発揮できるよう介護保険に基づく地域包括支援セ

ンターとの連携や他県のサービス機関の利用が適切な地域については、

都道府県の連携による支援などを進めていきます。

○居宅サービスの事業実施地域の拡大と送迎サービスの充実を図りま

す。

（３）相互理解の推進

○障害者が地域で生活するためには公的サービスの整備のみならず、コ

ミュニティーにおける共助の仕組みづくりを支援する必要があります。

そこで、行政や地域住民、企業、ＮＰＯ法人などと連携を図り、身近

な地域における交流機会の拡大や自主的活動への支援を行います。


